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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　　松本　　悟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
本年、１月２４日及び2月27日の要請において、本件、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）が、職分昇格・昇号給に関する制度改変（人事考課成績基準）を認定しながら、職分昇格に決定的な影響を及ぼすに至ったB考課成績の比較検討を怠った誤り、及び、基幹職1級で約2倍、技能職では約6倍にも及ぶ明確な職分格差を、不正確な集団間比較によって、「これをもって有意な格差とまではいい難い」（判決文53頁）とした誤りなど、判決の結論に大きく影響を及ぼす事実誤認（審理不尽）について指摘しました。　

しかし、原審判決には、人事考課成績の比較検討において、さらに看過できない重大な誤りがあるのです。本日の要請では、原審判決が、会社の立証（丙C1号証・添付資料）によっても明白な、人事考課成績の「評定の構成区分」をも無視した重大な誤りを指摘します。　

また、明治乳業が行った不当労働行為・差別政策が、本社の指揮により全社規模で行われていたことを赤裸々に示す、秘密資料として甲B 11号証（村田ノート）について述べます。

記

1、「各事業所で職分ごとに他の従業員と比較して行う」との制度運用を無視した高裁判断。

会社証人が立証した人事考課成績の「評定の構成区分」（丙C1号証・石田弘陳述書33頁）でも明らかなように、業績評定及び総合評定は、「各事業所で職分ごとに他の従業員と比較して行う」とされ、また、能力評定も「職分ごとに評定すること」と定められているのです。　　

ところが、原審判決は、「市川工場における技能職から基幹職1級までの従業員105名（うち申立人らが31人）の人事考課成績分布は、別表2のとおりであり」（判決文46頁）として、技能職・基幹職2級・基幹職1級に属する従業員の人事考課成績を一緒にし、職分別比較の制度を無視した分布表（判決文別表2、添付資料）を基に比較検討を行い、「市川工場の従業員全体と申立人らとの間で、その成績分布に有意な差はない・・・ほとんど差がないとみることができる」（判決文46頁）等と、重大な事実誤認をしたのです。

　たとえば、昭和59年度における本来の比較検討では、上告人ら31名が属する基幹職1級（12名）、基幹職2級（11名）、技能職（8名）と、市川工場の他の労働者（74名）を各職分別に区分して比較検討することが求められるのであり、制度上でも明確な比較のあり方を無視して行った原審判決の結論には、重大な経験則違反の違法があるのです。

2、同期・同学歴の多くは基幹監督職に昇格、比較対照者は10年～30年も後輩の若年層。

　また、原審判決の比較検討には、さらに重大な格差（差別）の実態が隠されているのです。

すなわち、上告人らと同職分に属する市川工場全体の従業員（105名）の実態は、上告人らと同期・同学歴の多くの従業員が、すでに監督職に昇格している中で比較検討されているのであり、比較対照者の多くは上告人らの10年から30年も後輩である、「仕事を教えた自分の子供みたいな若年層」との比較なのです。さらに、制度上も明らかなように、各職分によって昇格に必要な人事考課成績基準が異なっているのであり、この違いを無視した比較検討にも重大な誤りがあるのです。従って、原審判決には、職分別比較を前提とする制度運用を無視した経験則違反と同時に、人事考課成績の形式的・表面的な比較検討だけで、格差（差別）の実態に踏み込んだ審理・判断をしなかった審理不尽（事実誤認）があるのです。

上告人らは、判決の結論に重大な影響を及ぼす、この経験則違反及び審理不尽は絶対に納得できないのです。最高裁での再審理・見直しは避けられないものと確信しています。

3、不当労働行為・差別政策の徹底は本社が指示していた・・・秘密資料「村田ノート」

本件が、同種事件には類例がないほど、会社の不当労働行為・差別意思を直接的に示す秘密資料（直接証拠）の豊富な事件であることはすでに述べています。その中でも「村田ノート（甲B11号証）」は、上告人らが東京都労働委員会に「救済申立て」を行う3年前の昭和57年頃の会議ノートです。不当労働行為や差別攻撃に抗して全国各地の工場で、新たな高揚を示す労働組合活動に危機感を強めた明治乳業が、本社の人事部を先頭に不当労働行為・差別政策を継続的に、より強化することを指示・指導した内容の記録です。57年3月11日「労務」の表題の中には、本社人事部長（橘氏）の発言した内容が記録されています。橘氏は、上告人らが在籍した市川工場の工場長（昭和50年～53年）をつとめた人物ですが、この会議で、① 上告人ら全国の活動者集団が闘っている3争議などの活動状況、② 日本共産党の現状分析、③ 明治乳業内の活動家集団の勢力（人数）分析、④ 労働戦線を巡る状況分析、⑤ これらの情勢を踏まえた労務対策、などを指示しています。これは、活動家集団の人数を含む実態掌握など各工場からの正確な情報収集を始め、本社指導で全社規模の不当労働行為が長期に行われていた事を、争う余地なく鮮明にしている資料です。特に、「労務管理の基本は変えない」として、労働組合活動を嫌悪する対決姿勢を明確にし、「事前に状況を把握してほしい」等と情報収集を指示。さらに、「人事考課 ━━ 日常の記録」を強調し、人事考課の差別的運用に直結する活動家らの「アラ捜し」を指示している事は重要です。

これらによっても明白なように、明治乳業の全国各地の工場での労働組合役員選挙への支配介入を始めとする、不当労働行為や様々な差別・人権侵害の攻撃は、まぎれもなく明治乳業本社の指揮と指導に基づいて、継続的に行われていたことは明白な事実なのです。

4、「有意な格差」を認定しながら、審理・判断しない裁量権などは絶対に許されません。

原審判決は、不十分ながらも「号級格差」の存在を認定しました。しかし、「時間的な隔たり」なる新たな基準を作り、救済措置に至る審理・判断の放棄を「裁量権の行使に違法はない」として免罪したのです。しかし、不当労働行為制度の趣旨に照らしても、「格差の存在」が明確なものを、審理・判断しない裁量権などは絶対に有り得ないと考えます。

私達は、本件のように格差（差別）が明確で、多くの秘密資料によって不当労働行為意思も鮮明な事件が、裁量権によって審理・判断されないとするならば、憲法28条の労働三権及び労組法7条1項・3項に基づく、不当労働行為制度の趣旨と機能は形骸化され、使用者の不当労働行為・差別政策の「やり得」を、限りなく激励する結果になると痛感しています。

したがいまして、最高裁判所におきましては、なんとしても上告の受理をなし、速やかに弁論を開始され、下級審の誤りを正されることを強く要請するものです。　　　　　　
以上。
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